
 

北朝鮮および中国の核使用シナリオ 

―安全保障コミュニティにおける議論のたたき台として― 

道下徳成 

 

 本稿は、北朝鮮および中国が核兵器を実際に使用する状況についての主要なシナリオを洗い出し、それぞ

れについて、目的、手段、場所、攻撃目標、被害、限界および逆効果を検討するものである 1。シナリオの

内容および目的や手段などについての記述は、すべて筆者が自身の知識や知見に基づいて独自に作成した

ものであり、特定のエビデンスに基づくものではない。従って、その内容について批判や異論が出るであろ

うことは容易に想定できる。 

 しかし、本稿の目的は、北朝鮮および中国の核使用シナリオと評価について日本をはじめとする関係各国

の安全保障コミュニティにおける一定のコンセンサスを形成するためのたたき台を提供することである。

このため、批判や異論を含め、本稿を利用して議論が活発化すれば、本稿の目的は十分達成されることにな

る。本稿をたたき台として議論が深まり、北朝鮮および中国の核使用シナリオと評価について一定のコンセ

ンサスが形成されれば、それを基礎として、日本、米国、韓国をはじめとする地域諸国や国際社会が、今後、

北朝鮮や中国の核問題にどのように対処していくべきかを具体的に議論することができるようになるであ

ろう。 

 なお、それぞれのシナリオについて蓋然性を示してあるが、その定義は「今後、20 年程度の間にシナリ

オで示したような核使用が行われる蓋然性」であり、これも筆者の判断に基づく数値である。各シナリオの

蓋然性を正確に算定できるわけではないことは当然のことではあるが、各シナリオの発生確率や、複数のシ

 
1 シナリオの作成にあたり、ハドソン研究所の村野将氏に貴重な助言とディスカッションの機会をいただいた。ここ
に深く感謝したい。 



ナリオの相対的な発生確率について筆者の考えを明確に示すことによって、より具体的な議論が交わされ

るようになること目的として、このような記述を行った。 

 2022 年にウクライナ戦争が発生し、プーチン大統領が核使用の可能性に言及したのをきっかけに、米国

の安全保障専門家の間でも、中台紛争時の中国による核使用の可能性が真剣に議論されるようになりつつ

ある。しかし、米国で論じられるシナリオの多くは中国が米国に対して核を使用するというものである。例

えば、ステーシー・ペティジョンとベッカ・ワッサーは 2022 年 5 月の論文で、中国が米国の中台紛争への

介入を阻止することを目的に、ハワイ沖で威嚇のために核兵器を爆発させるというシナリオを提示してい

る 2。また、ペティジョンとハナ・デニスが中心となって新アメリカ安全保障センターが 2022 年の夏に実

施したウォーゲームでは、中国が自国の領域内で大気圏内核実験を行い、さらにはグアムの米軍基地を低出

力の核兵器で攻撃した。大気圏内核実験は米国に脅威を与えるとともに、核による脅迫の信憑性を高めるこ

とを目的としていた。また、グアムへの攻撃は、米国が中国本土に攻撃を加えたことに対する報復と、米国

に台湾防衛から手を引かせることを目的としていた 3。 

 しかし、現実に北朝鮮や中国が核兵器を他国に使用するとしたら、それは核を保有していない韓国や日本、

そして台湾に対するものになる可能性の方が高いのではないだろうか。この点について、本稿に示されてい

るシナリオでは、北朝鮮も中国も米国への核使用は回避している。いずれにせよ、各国の専門家がそれぞれ

の視点から様々な核使用のシナリオを示し、その形態、蓋然性、そして、それに対する対応策について議論

するのは極めて有益であろう。 

 
2 Stacie L. Pettyjohn and Becca Wasser, “A Fight Over Taiwan Could Go Nuclear: War-Gaming Reveals How a U.S.-
Chinese Conflict Might Escalate,” Foreign Affairs, May 20, 2022, 
https://www.foreignaffairs.com/print/node/1128918. 
3 Stacie Pettyjohn and Hannah Dennis, “Avoiding the Brink: Escalation Management in a War to Defend Taiwan,” 
Center for a New American Security, February 2023, pp. 7-9, https://s3.us-east-
1.amazonaws.com/files.cnas.org/documents/CNASReport-Avoiding-the-Brink-
Final.pdf?mtime=20230213131242&focal=none. 



 本稿は、まず北朝鮮の核兵器および投射手段の現状を概観した上で、北朝鮮が核兵器を使用する 5 つのシ

ナリオをリストアップし、その評価を行う。次に同様の作業を中国の核使用に関する 3 つのシナリオについ

て行う。これらのシナリオが、今後の有益な議論の基礎になれば幸いである。 

 

１ 北朝鮮 
（１）核兵器および投射手段 

 北朝鮮の核兵器保有数について、科学・国際安全保障研究所（ISIS）は 2022 年 12 月の時点で 35～63 発、

ストックホルム国際平和研究所（SIPRI）は 2022 年 1 月の時点で 45～55 個とそれぞれ推定している 4。北

朝鮮は 2006 年に初の起爆実験を行ってから、2017 年までの 12 年間に計 6 回の核実験を実施し、出力も 1

回目の 1 キロトン以下から、6 回目の約 160 キロトンまで着実に向上させてきた 5。 

 次に、北朝鮮は 700～1000 発の弾道ミサイルを保有し、うち 45％が短距離のスカッド級、45％が準中距

離のノドン級、残り 10％が中・長距離のものであると推定されている 6。また、多くのミサイルが移動式発

射台（TEL）に搭載して運用されるようになっており、北朝鮮はスカッド用の TEL を最大 100 両、ノドン

用のものを最大 100 両、ムスダン用のものを最大 50 両保有しているとみられる 7。また、北朝鮮は 2023 年

3 月、ヘイル（津波）1（潜行距離 600 キロメートル）とヘイル 2（潜行距離 1000 キロメートル）と呼ばれ

る核無人水中攻撃艇を開発中であることを明らかにした 8。 

 
4 David Albright, “North Korean Nuclear Weapons Arsenal: New Estimates of its Size and Configuration,” Institute for 
Science and International Security, April 10, 2023, p. 2, https://isis-online.org/uploads/isis-
reports/documents/North_Korean_Nuclear_Weapons_Arsenal_New_Estimates_of_its_Size_and_Configuration_April_
10_2023.pdf; and Stockholm International Peace Research Institute, SIPRI Yearbook 2022: Armaments, Disarmament 
and International Security (Oxford University Press, 2022), p. 410. 
5 防衛省「北朝鮮による核・弾道ミサイル開発について」2023 年 2 月、3 ページ。 
6 “Jane’s Sentinel Security Assessment China and Northeast Asia,” as cited in Japan Ministry of Defense, Defense of 
Japan 2022, p. 85. 
7 Defense Intelligence Agency, “North Korea Military Power: A Growing Regional and Global Threat,” 2021, p. 24. 
8 “Important Weapon Test and Firing Drill Conducted in DPRK,” KCNA, March 24, 2023; “Underwater Strategic 
Weapon System Test Held,” KCNA, March 28, 2023 and “Underwater Strategic Weapon System Tested in DPRK,” 
KCNA, April 8, 2023. 



 

（２）核兵器使用シナリオ 
①実証試験と瀬戸際外交（蓋然性：40％） 
シナリオ： 

北朝鮮が技術の実証試験と瀬戸際外交を兼ねて、平時に核兵器 1 発を海中で爆発させる 9。また、太平洋上

で核兵器 1 発を空中爆発させる。 

目的： 

核無人水中攻撃艇や核搭載ミサイルの技術と効果を確認し、問題があった場合は修正を加える。 

交渉カードとしての核兵器の価値を高め、米朝協議の再開に備え、あるいは再開を促進する（北朝鮮はすで

に地下核実験を 6 回行っているため、同様の実験を行っても効果が限定的であるため） 

韓国をはじめとする各国の潜水艦が北朝鮮近海で行動しにくくする。 

手段： 

開発中とされる核無人水中攻撃艇 

核兵器を搭載した中距離弾道ミサイル 

場所： 

日本海の北朝鮮領海内（領海内であれば、正当な主権行使であると主張できる。万が一、外国の潜水艦や艦

艇に被害が出ても非難されにくい。中国に配慮し、黄海では実施しない。） 

島嶼や海上交通がない太平洋の上空 

（参考）2017 年 9 月、金正恩が米国に対して「超強硬対応措置」をとる可能性に言及し、これについて李

容浩外相が「超強硬対応措置」とは「太平洋上での水爆実験」を意味する可能性があると述べた。 

 
9 米国、英国、ソ連は 1950～60 年代に各種の水中核爆発実験を行った。そのなかで、ソ連は 1955 年、1957 年、
1961 年の 3 回にわたり、核魚雷の爆発実験を実施した。“Underwater explosion,” Wikipedia, 
https://en.wikipedia.org/wiki/Underwater_explosion#:~:text=Underwater%20nuclear%20tests%20close%20to,life%2
C%20nearby%20infrastructures%20and%20humans.; and Caroline Haskins, “Scientists Tell Us What Would Happen 
If North Korea Detonated a Hydrogen Bomb Underwater: North Korea’s underwater nuclear test seems more and 
more likely—but what happens after the bomb goes off?” VICE, September 27, 2017, 
https://www.vice.com/en/article/evpbzj/scientists-tell-us-what-would-happen-if-north-korea-detonated-a-hydrogen-
bomb-underwater. 



攻撃目標： 

なし 

被害： 

放射線による汚染および環境破壊 10 

韓国などの潜水艦が被害を受ける可能性 

限界および逆効果： 

日米両国が弾道ミサイルを撃墜する可能性 

米朝協議が一層困難になる 

中朝関係の悪化 

国連などによる追加制裁（すでに北朝鮮は十分孤立しているため、あまり効果は高くない。また、ロシアや

中国が制裁決議案に拒否権を行使する可能性も十分ある。） 

 

②韓国に対する攻撃（蓋然性：20％） 
シナリオ： 

北朝鮮が韓国に対して砲撃、ロケット攻撃、ミサイル攻撃などの重大な軍事行動をとった結果、南北間で限

定的あるいは本格的な交戦が発生する。北朝鮮は「韓国が北朝鮮に報復したり、事態をエスカレートさせた

りする場合には、戦争拡大を防ぐため核兵器を使用する」などの脅迫を行い、韓国に泣き寝入りすることを

迫る。それにもかかわらず韓国が強力な軍事的対応をとった場合、北朝鮮は韓国東岸の日本海の海中で、あ

るいは海上で核兵器を爆発させつつ、停戦を提案する。 

目的： 

南北の競争において優位に立ち、主導権を握る（双方が同程度の火砲やロケット砲などを撃ち合った場合、

失うものの多い韓国の方が、資本逃避の発生などにより、相対的に大きい損失を被ることになる。） 

韓国の保守政権に、対北強硬策は悲劇的な結果をもたらすという教訓を与える。 

 
10 David Albright, “Underwater Nuclear Drone: North Korea’s Nuclear Madmen,” Institute for Science and 
International Security, March 27, 2023, pp. 1-3. 



手段： 

核無人水中攻撃艇 

機動する短距離弾道ミサイル（KN-23 など）に搭載した低出力の核兵器（迎撃されないようにするため） 

場所： 

日本海の海中や海上 

攻撃目標： 

なし。デモンストレーションのみ 

被害： 

放射線による汚染および環境破壊 

韓国などの潜水艦が被害を受ける可能性 

限界および逆効果： 

日米両国が弾道ミサイルを撃墜する可能性 

状況がエスカレートしたり、北朝鮮国内で混乱が発生したりする可能性 

米国が拡大核抑止力を強化する。 

韓国や日本の軍事力強化や核武装論の台頭 

 

③中台紛争発生時における第二戦線の形成 
 （中台紛争発生を前提とした蓋然性：10％） 
シナリオ： 

台湾海峡で紛争が発生し、日米の戦力が南方に展開されるなか、中国が北朝鮮に全面的な軍事・外交上の支

援を約束しつつ、韓国への限定的ではあるが継続的な攻撃を要請する。これを受けて、北朝鮮は韓国に対し

て砲撃、ロケット攻撃、ミサイル攻撃などの、限定的ではあるが継続的な軍事行動をとる。米韓両国は事態

のエスカレーションを恐れ、限定的な形でのみ北朝鮮に報復攻撃を実施する。しかし、交戦が続く中、韓国

では、より強力な報復が必要であるとの意見が高まる。これに対し、北朝鮮は「韓国が事態をエスカレート

させる場合には、戦争拡大を防ぐため核兵器を使用する」などの脅迫を行う。それにもかかわらず韓国が北



朝鮮に対して強力な攻勢作戦を実施した場合、北朝鮮は韓国東岸の日本海の海中で、あるいは海上で核兵器

を爆発させ、韓国に攻撃の中止を迫る。（本シナリオでは、北朝鮮は中国の後ろ盾を得て武力行使を行って

おり、また、米国や日本は中台紛争に対応するため、朝鮮半島におけるエスカレーションを回避しようとす

るため、北朝鮮が核兵器を使わざるを得ない状況になる蓋然性は高くない。） 

目的： 

中台紛争を利用して南北の競争で優位に立つ。 

日米両国の戦力を朝鮮半島と台湾海峡に分散させることによって中国を支援する。 

中国による日米両国に対する核恫喝の効果を高める。 

中国が台湾を武力統一し、地域の覇権を確立するなか、その同盟国として有利な地位を占める。 

手段： 

核無人水中攻撃艇 

機動する短距離弾道ミサイル 

場所： 

日本海の海中や海上 

攻撃目標： 

なし。デモンストレーションのみ 

被害： 

放射線による汚染および環境破壊 

韓国などの潜水艦が被害を受ける可能性 

限界および逆効果： 

日米両国が弾道ミサイルを撃墜する可能性 

朝鮮半島で状況がエスカレートしたり、北朝鮮国内で混乱が発生したりする可能性がある。 

中国が台湾統一に失敗し、政府・国家が弱体化し、国際的にも孤立した場合、北朝鮮も厳しい立場におかれ

る。最悪の場合、北朝鮮の体制崩壊につながる。 



 

④韓国主導の朝鮮半島統一の阻止（蓋然性：5％） 
シナリオ： 

北朝鮮の政治・経済・社会が不安定化した際に、韓国が自軍を北朝鮮に進駐させようとする。これに対して

北朝鮮が韓国軍に核兵器を使用し、北進を物理的に阻止する。（しかし、そもそも韓国国民の多くは統一を

望んでおらず、北朝鮮の核使用のリスクがある中で敢えて北朝鮮地域を軍事的に占領しようとする可能性

は高くないため、本シナリオの蓋然性は低いと見積もられる。） 

目的： 

韓国による朝鮮半島統一を阻止 

朝鮮半島の分断を維持し、北朝鮮体制を守る。 

手段： 

機動する短距離弾道ミサイル 

場所： 

非武装地帯（DMZ）など 

攻撃目標： 

韓国軍 

被害： 

韓国軍の甚大な被害と双方への付随被害 

限界および逆効果： 

日米両国が弾道ミサイルを撃墜する可能性 

米韓両軍の反撃による韓国主導の武力統一 

 

⑤自暴自棄、道連れ自殺（蓋然性：3％） 
シナリオ： 

金正恩が宮廷革命や軍の反乱などでによって政権崩壊の危機に直面し、自暴自棄になって周辺国を道連れ

にして自殺的な核使用に踏み切る。韓国、日本、米国などに対する全面的な核攻撃を実施する。（しかし、



金正恩が自暴自棄になる状況というのは、すでに実質的な統制能力を失っていることを意味するため、この

シナリオの蓋然性は極めて低い。） 

目的： 

周辺国の破壊（韓国に対しては体制競争に敗れたことへの意趣返し。日本に対しては植民地化への報復。米

国に対しては「敵視政策」への復讐） 

手段： 

保有するすべての核戦力 

場所： 

韓国、日本、米国 

攻撃目標： 

韓国、日本、米国の主要都市 

被害： 

甚大な人的・物的被害 

期待される効果： 

北朝鮮指導者の自己満足 

限界および逆効果： 

韓国と米国が 3 軸体系や THAAD、米国の核使用を含む攻撃・防衛能力で北朝鮮の核攻撃による被害を最

小限に食い止めることに成功する。日本もミサイル防衛や、場合によっては攻撃作戦を実施。日米韓 3 カ国

は市民防衛措置も用いて被害を最小化する。これを機会に韓国が全面反攻し、朝鮮半島を統一する。 

 

 

２ 中国 
（１）核兵器および投射手段 

 2021 年の時点で中国は実戦配備された核弾頭を 400 発以上保有しており、現在の核兵器製造ペースを維

持した場合、2035 年までに約 1500 発の核弾頭を保有することになると推定される 11。また、中国は射程

 
11 Office of the Secretary of Defense, “Military and Security Developments Involving the People’s Republic of China 



300～1000 キロメートルの短距離弾道ミサイルを 600 発以上、射程 1000～3000 キロメートルの中距離弾

道ミサイルを 500 発以上、射程 3000～5500 キロメートルの中距離弾道ミサイルを 250 発以上配備してい

る。また、射程 5500 メートル以上の大陸間弾道ミサイル 300 発、射程 1500 メートル以上の地上発射型巡

航ミサイル 300 発以上を保有している 12。2021 年、中国は実験および訓練のために 135 発の弾道ミサイル

を発射したとみられ、これは紛争地域で発射されたものを除くと、同年に中国以外で発射されたミサイルの

総数を上回るものであった 13。 

 中国はインド太平洋戦域での使用を想定した核兵器を約 60 発保有していると推定されており、その投射

手段としては、DF-21A および DF-21E 弾道ミサイル（射程 2100 キロメートル以上。移動式発射台 40 両）、

DF-26 弾道ミサイル（射程 4000 キロメートル。移動式発射台 200 両、うち約 20 両が核兵器用と推定。対

艦バージョンも存在）、DF-17 滑空型極超音速ミサイル（射程 1800 キロメートル以上。移動式発射台 16 両

以上）がある。なお、DF-15（射程 600 キロメートル）も核運用能力をもっていると考えられるが、実際に

は核兵器の運用を行っていない模様である。そして、中国の巡航ミサイルも核兵器搭載可能である可能性は

排除できないものの、本格的な核運用は行われていないとみられる。また、中国空軍は能力の高い投射手段

を保有していないため、その核任務は極めて限られたものとなっており、約 20 発の自由落下型の核兵器を

保有しているのみである 14。 

 

（２）核兵器使用シナリオ 
①日本および米国の中立化（中台紛争発生を前提とした蓋然性：50％） 
シナリオ： 

 
2022,” Annual Report to Congress, October 26, 2022, p. 94. 
12 Ibid., p. 167. 
13 Idid., p. 65. 
14 Hans M. Kristensen and Matt Korda, “Chinese nuclear weapons, 2021,” Bulletin of the Atomic Scientists, Vol. 77, 
No. 6, 2021, pp. 320, 324, 327-328, and 331, 
https://www.tandfonline.com/doi/epdf/10.1080/00963402.2021.1989208?needAccess=true&role=button. 



中国が台湾を攻撃する際、米国や日本に軍事介入しないように強く警告し、核兵器を海上で爆発させる。そ

れでも日米両国が台湾への支援を続けた場合は、海上自衛隊の水上艦艇を戦術核で攻撃する。最初は比較的

小型の艦艇を攻撃するが、それでも日米の介入が継続する場合は大型艦艇を攻撃する。そのうえで、「米国

が核報復を行った場合は、日本の艦艇や南西諸島にさらなる核攻撃を行う」ことを宣言し、米国が核兵器に

よって中国の水上艦艇に報復攻撃を行った場合は、日本に対して、さらなる核攻撃をかける。これにより、

日本が米国に対してさらなる核報復を実施しないよう働きかけることを期待する。なお、米国に対して核兵

器を使用することは避ける。また、水上艦艇を核兵器で攻撃するのが技術的に難しいと判断した場合は、南

西諸島に配備された自衛隊の対艦ミサイル部隊に核攻撃を行う。特に、民間人が待避を終えたあとであれば、

付随被害を限定できるので、中国にとっての政治的敷居も低くなる。 

目的： 

日本の中立化（日本が米国に在日米軍基地を提供したり、自衛隊による米軍への支援を提供できなくする。

米国を中立化できない場合でも、日本が米軍に基地を提供したり、自衛隊による支援をしたりしなければ、

中国にとっては極めて有利） 

米国が空母などの大型艦艇を台湾近くに配備しにくくする。 

可能であれば米国も中立化 

手段： 

DF-21A/E 弾道ミサイル（空中爆発および南西諸島攻撃） 

DF-26 弾道ミサイル（対艦攻撃能力あり） 

（DF-17 極超音速滑空ミサイル。性能や用途に不明な点が多い） 

場所： 

第 1 列島線以東の西太平洋海上 

南西諸島 

攻撃目標： 



当初はデモンストレーションのみ（ミサイル防衛能力の高い水上艦艇が展開していない海域） 

海上自衛隊の水上艦艇 

陸上自衛隊の対艦ミサイル部隊 

被害： 

海上自衛隊艦艇 乗員 100 人程度（小型）、500 人程度（大型） 

陸上自衛隊隊員 約 570 人（石垣駐屯地）、約 700 人（宮古島） 

民間人の被害は少数 

限界および逆効果： 

日米両国が弾道ミサイルを撃墜する可能性。その場合、中国の脅迫の効果が著しく低下する。 

中国の核ミサイルが迎撃されなかった場合でも、圧倒的に優勢な核戦力をもつ米国が中国の核使用を少し

ずつ上回る形（エスカレーション・ドミナンス）で核兵器を使用した場合、次第に中国が不利な立場に立た

される。 

 

②勝利のための核使用（中台紛争発生を前提とした蓋然性：30％） 
シナリオ： 

中国軍が上陸を想定する台湾沿岸の複数の地域に対して戦術核を使用し、台湾の防御システムなどを面と

して制圧する。また、海上や陸上にある台湾や日本の重要軍事アセットに対して核攻撃を行う。（米国のア

セットに対しては核は使用しない。）台湾が核攻撃されても、米国が中国本土に核報復を行うのは敷居が高

い。また、中国は台湾や日本の水上艦艇に核を使用する際、「米国が核報復を行った場合は、台湾や日本の

艦艇にさらなる核攻撃を行う」ことを宣言する。これにより、台湾や日本が米国に対して核報復を実施しな

いよう働きかけることを期待する。米中双方が核を使用した場合、米国や西側社会では世論が分裂する可能

性が高いが、中国ではそれほど大きい政治的問題は発生しない。（むしろ、米国に続く核使用国となること

は、中国が覇権国になるうえで重要な象徴的出来事として位置づけられる可能性がある。）なお、中国が戦



術的に核兵器を使用する場合、米国、日本、台湾による中国本土への攻撃や米国や日本による「内政干渉」

を口実として使用する。 

目的： 

台湾の防御能力の破壊 

台湾上陸作戦における中国軍の消耗を最小化 

日本の交戦能力と継戦意欲の低下 

手段： 

DF-21A/E 弾道ミサイル（地上目標） 

DF-26 弾道ミサイル（対艦攻撃能力あり） 

（DF-17 極超音速滑空ミサイル） 

場所： 

西太平洋海上 

台湾および日本の領土 

攻撃目標： 

台湾および日本の軍事アセット 

被害： 

台湾の沿岸防衛部隊、主要港湾など。軍人に多数の死傷者。民間人にも一定の付随被害 

海上自衛隊艦艇 乗員 100 人程度（小型）、500 人程度（大型） 

陸上自衛隊隊員 約 570 人（石垣駐屯地）、約 700 人（宮古島） 

限界および逆効果： 

日米の防空・弾道ミサイル防衛能力によって中国のミサイルが迎撃される。 

中国軍の上陸部隊などに米国が核兵器を使用する。 

 

③名誉の撤退（中台戦争で中国の敗北が確実になった場合の蓋然性：20％） 
シナリオ： 



台湾侵攻に失敗した中国の指導者がメンツを保ちつつ戦争を終結させるため、「分離主義者を懲罰し、教訓

を与える」という名目で一般住民の少ない地域に位置する台湾軍の重要拠点に 1 発の核攻撃を加える。その

うえで直ちに停戦を宣言し、「米国の覇権主義者、日本の軍国主義者、そして台湾の分離主義者が祖国統一

を妨害した」ことを台湾統一失敗の理由として挙げつつ撤退 

目的： 

中国指導部がメンツを失わない形で台湾侵攻の失敗を受け入れ、戦争を終結させる 

周辺諸国に「中国に逆らったら恐ろしい結果を招く」という教訓を与え、守勢に立たせる。 

 

中国共産党および中国人民解放軍の指導者たちを「核使用」という非人道的行為の共犯者に仕立てることで、

最高指導者を裏切ることができなくする。 

手段： 

DF-21A/E 弾道ミサイル 

DF-26 弾道ミサイル 

（DF-17 極超音速滑空ミサイル） 

場所： 

台湾 

攻撃目標： 

台湾軍の重要拠点 

被害： 

軍事施設破壊と軍人の死傷者 

限界および逆効果： 

日米の防空・弾道ミサイル防衛能力によって中国のミサイルが迎撃される。 

中国が国際社会で孤立する。但し、経済上の相互依存や、中国を追い詰めるのは危険でもあるとの認識もあ

るため、完全に孤立することにはならない。 



台湾の民心は一層中国から離れ、統一を望む声は、ほぼ消滅する。 

 

（政策研究大学院大学 理事・副学長・教授） 
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